
会議資料①  

 

第３次太子町男女共同参画プラン策定体系 
 

外部諮問機関（学識者・公募委員等 10名） 

太子町男女共同参画プラン策定委員会  

『太子町男女共同参画プラン策定委員会条例』 

『太子町男女共同参画プラン策定委員会規則』 

【プランに関する調査・審議・決定】 

 

 

 

内部審議機関（町幹部 7名） 

太子町男女共同参画プラン策定推進本部 

『太子町男女共同参画プラン策定推進本部設置要綱』 

 

【プランに関する庁内諸施策の協議及び総合調整・委員会議案等の審議】 

 

 

推進本部下部組織：作業部会（関係課職員 10 名） 

    

太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチーム 

『太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチーム設置要綱』 

【プラン策定に関する調査･研究・素案等の作成】 

 

































　　議事（２） 会議資料③

委員会（全3回） 庁内推進本部 庁内プロジェクトチーム

H25.4月 公募委員募集（4/25～5/14） 推進本部設置要綱整備(4/30) プロジェクトチーム設置要綱整備(4/30)

公募委員以外の委員の選定及び決定 　（プロジェクトチームメンバー確定）

5月 策定委員会委員決定（5月末） ●プロジェクトチーム第１回会議 5/24
（リーダー・サブリーダーの互選。
①現計画の達成度・変更追加事項・問題提起
②アンケート案等について
　その後、随時会議を開催し、第1回委員会開催
までに、①②の資料の取りまとめを行う。

6月

○推進本部第１回会議　6/3
（プロジェクトチーム作業内容報告。）

○推進本部会議　（委員会提出資料審
議）

●プロジェクトチーム第２回会議6/14
①現計画の達成度・変更追加事項・問題提起
②アンケート案等について

7月

8月

9月

10月

11月 ○推進本部会議　（委員会提出資料審議）

12月

◎第２回委員会開催（諮問）
　　日程は未定12月頃
    ・アンケート結果の報告
    ・プラン素案提出

H26.1月
○推進本部会議　（委員会提出資料審

2月 ◎第３回委員会開催（最終決定）

3月 太子町男女共同参画プラン策定完了

●プロジェクトチーム会議（随時）
第２回委員会結果を受けて、必要に応じ会議を
開催し、第３回（最終）委員会に提出する最終計
画（案）を作成する。

●プロジェクトチーム会議（随時）
第１回委員会結果を受けて、アンケートを作成。
集計結果を参考にプラン策定作業を推進し、第
２回委員会で諮問する計画（案）を作成する。
※アンケート集計については、事務局が行う。

○推進本部会議
第１回委員会結果を受けて、プロジェクト
チームが作成したアンケートを実施。

◎第１回委員会開催
7/2(火)
委員長・副委員長の互選
（1）太子町男女共同参画プランについて
(2) 第３次太子町男女共同参画プラン策
定スケジュールについて
（3）現行プランの達成度調査及び新プラ
ンへ追加すべき事項について
(4) 住民アンケート調査（素案）について

第３次太子町男女共同参画プラン策定スケジュール



太子町男女共同参画プラン達成度調査一覧表
1／4

第2次
目標

平成21年～25年度に実施
した主な事業

平成25年度までに達成で
きた成果

現在の状況 今後の課題や問題点
(平成26年～30年度)必要
とされる具体的施策

企画政策課 19 充実
平成25年度にアンケート
調査を実施

1,000名にアンケートを実
施し、町民意識を把握

アンケートの調査結果を、
プラン策定に反映させる

プラン策定の前年度のみ
の実施のみではなく経常
的に必要

平成30年度の第4次プラ
ン策定時に実施予定

社会教育課 19 充実
平成25年度にアンケート
調査を実施

1,000名にアンケートを実
施し、町民意識を把握

アンケートの調査結果を、
プラン策定に反映させる

プラン策定の前年度のみ
の実施のみではなく経常
的に必要

平成30年度の第4次プラ
ン策定時に実施予定

男女がともに参加する育児・料
理教室の開催

男女平等の視点に立った進路
指導の充実

男女で区別しない呼称の推進

教職員を対象とした男女共同
参画に関する研修の実施

男女共同参画の視点に立った
教職員の配置の推進

さまざまな体験活動を導入した
教育活動の推進

人権同和教育の充実（保育
所・幼稚園・小学校・中学校・
高等学校の校種をこえて）

男女平等に関する人権学習の
充実

女性に対する暴力根絶のため
の啓発活動の実施

企画政策課 25 推進
ポスターやHPなどによる
啓発の実施

広報活動により住民への
意識づけが図られた

ＤＶをはじめとする女性が
被害者の事件が頻発して
いる

安心して本人が相談した
り、第三者が情報提供で
きる体制の確保

安心して本人が相談した
り、第三者が情報提供で
きる体制の確保（ＤＶ基本
計画）

管理課 25 推進
教職員へのセクハラ防止
研修の実施

セクハラ相談窓口の設置
セクハラ相談窓口の設置
により、相談者が

相談しやすい体制の確保
が課題。

教職員・生徒ともに研修
会・授業を通じて意識高
揚を図る。

企画政策課 25 推進
ポスターやHPなどによる
啓発の実施

広報活動により住民への
意識づけが図られた

セクハラ等の相談機関が
あるが、相談がしにくいの
が現状

相談しやすい体制の確保 相談しやすい体制の確保

企画政策課 25 推進
ポスターやHPなどによる
啓発の実施

広報活動により住民への
意識づけが図られた

社会福祉課等の関係機
関窓口への案内

関係機関との連携強化

安心して本人が相談した
り、第三者が情報提供で
きる体制の確保（ＤＶ基本
計画）

社会福祉課 25 推進
ポスター等の設置や、DV
防止キャンペーンによる
啓発

DV防止に係る啓発を実施
DV に対する認知度が高く
なり、以前に比べて相談
できる場が増えつつある。

継続した啓発が必要
ポスターやキャンペーンを
通じた啓発

相談窓口の充実と周知 企画政策課 25 推進
県内各所の相談機関の
紹介

相談窓口への案内
町窓口を設置していない
ため、県等の窓口を案内

町内で相談機関を設置す
る専門員の配置が難しい

相談機関の設置（ＤＶ基本
計画）

防犯情報誌の発行

青尐年補導パトロールの強化

社会教育課 25 充実
青パトによる地域巡回活
動

地域巡回活動により住民
への防犯意識の向上を図
れた

各地区年間１０回程度の
実施

青パトの登録者及び登録
車両数の増加

青パトによる地域巡回活
動を継続し、防犯の強化
を図る

9
重点
施策

各種審議会・委員会等へ
の女性の登用推進

男女がともに意思決定の場に参画でき
るよう女性委員の登用を推進します。

女性のいない審議会･委員会
の解消を図ります。
関連団体へ女性委員登用の
推進を働きかけます。

全課 30 推進

平成21年4月1日現在と平
成25年4月1日現在の５ヵ
年で多尐の増減はあった
が女性のいる審議会・委
員会数は変更なし

増加はないが減尐もして
おらず、現状維持の状態

地方自治法（第202条の
3、第180条の5）に基づく
審議会等で女性のいる審
議会（10/15）66.7%女性割
合（26/165人）15.8%
女性のいる委員会（2/5）
40.0%委員割合（2/34人）
5.9%（防犯推進委員会18
名中女性3名）

審議会や委員会の性質
上女性委員の登用が困
難な場合がある

今後も継続して働きかけ
ていく

社会教育課 充実

19

19

19

21

25

企画政策課

企画政策課

社会教育課

企画政策課

充実

21

22

充実

充実

推進

充実

目標

22

19

第2次プラ
ンページ

数

25

第2次達成度等調査結果

男女共同参画の視点に
立った学校教育の推進

19

充実

推進

充実

推進

推進

推進

推進

推進

ＤＶ防止のための啓発活動の
実施

家事、育児、介護などを男女がともに担
えるような講座を開催します。また、男性
が参加しやすいよう、内容や開催日時に
配慮します。

家庭教育学級の充実

社会教育課

社会教育課

1
重点
施策

多様な機会と方法による
啓発と広報の充実

性別役割分担意識に基づいた制度・慣
行等の見直しや男女平等の意識づくり
に向けた広報・啓発活動を充実します。

広報紙、ホームページなどに
よる啓発の充実

男女共同参画に関する情報提
供

セクシュアル・ハラスメント防止
に向けた教育・啓発活動の実
施

1

4
男女がともに築く家庭教育
の機会の提供

2

3

5

公民館等における男女共同参
画に関する学習機会の充実

集落学習会･人間の生き方講
座の充実

「男女共同参画」をテーマにし
た講座の開催

重点
施策

男女共同参画の視点に立った講座を開
催します。どなたにも参加していただけ
るよう内容や開催日時、託児等に配慮し
ます。

25

企画政策課

被害者の安全確保と自立支援
のための関係機関との連携強
化

女性に対するあらゆる暴力は重大な人
権侵害であるという認識を深め、暴力根
絶への取り組みを進めます。

社会福祉課

青尐年育成協議会や防犯推進委員によ
る広域的な防犯活動、各自治会の自主
防犯グループによる防犯活動の実施。

生活環境課

講演会・講座開催による意
識啓発

男女共同参画社会の実現に向けて、意
識啓発をするために講演会等を開催し
ます。

人権教育実践発表会の開催

人権文化を進める町民運動月
間の講演会実施

男女共同参画に関する意
識調査

施策に反映していくために、男女共同参
画に関する町民意識の把握に努めま
す。

町民意識調査等の実施

町の広報・刊行物の表現
についての見直し

固定的な性別役割にとらわれない、多様
な姿を積極的に取り上げていくよう、町
が作成する広報・刊行物などの表現を
見直します。

男女共同参画の視点に立った
表現への見直し

5

セクシュアル・ハラスメント防止
策に関する研修会の開催

教職員のための人権、男女共
生教育研修の充実

男女共同参画の視点に
立った学校運営の推進

あらゆる機会を通して男女共生の意識
を育みます。

保護者を対象とした男女共同
参画に関する研修の実施

管理課 22

社会教育課 22

さわやか健康課

成長段階に応じた男女共生教育を推進
し、個性や能力の伸長を図ります。子ど
もたちが「自分らしさ」を発揮し幅広い選
択ができるよう自然の中や地域社会で
のさまざまな体験活動を通した教育を推
進します。

管理課

担当課
施策詳細
（●項目）

施策内容具体的施策
施策
の方
向

県の啓発資料等を参考に
して、より分かりやすい資
料を作成していく。

男女共の育児参加・家事
参加を促進するような記
事を広報・人権啓発冊子
などに掲載

記事を発信することで住
民への意識づけを図るこ
とができた

全国的な傾向であるが、
「イクメン」など、男性の育
児・家事参加がますます
活発になり、女性の社会
進出も進んでいる

効果的な情報発信方法の
検討

男女平等や役割分担の
変化など、時代に即した
広報啓発活動の継続

広報「たいし」人権一口メ
モや集落学習の手引書に
も男女共同参画社会の
テーマを取り上げて啓発
活動を実施

啓発については、成果を
急がずに、地道に取り組
むことが大切。

手引書を活用し、住民学
習会の中でも「固定化され
た男女の役割意識」につ
いて意見交流した。

今年度も手引き書の中に
男女共同参画をテーマに
とりあげている。

その年その年の人権課題
を敏感にとらえて取り組み
を継続していく。

講座の充実と啓発活動

文章表現のガイドライン等
の作成

人権課題は「男女差別」だ
けではないので、毎年こ
の問題だけを重視するこ
とはできないが、課題の
一つとして取り組むことが
大切。

広報等で出前講座の提供
を続け、町民の方にとって
興味深い講座の充実を図
る

今後も、複数で性差によ
る表現が使用されていな
いか確認する

参加者に男女共同参画に
ついて考えていただけた。

父親が未参加の家庭教
育学級にも父親の参加を
呼びかけていく。

継続して実施

ＰＴＡ会長に女性が就任し
たり、ＰＴＡ行事に父親が
積極的に参加する「おやじ
の会」の設置が増えた。

ＰＴＡ対象の研修会の実
施

小学校は男女混合名簿と
し、「さん」づけで呼んでい
る。

固定観念を払拭するため
には継続的な啓発が必要
である。

トライやるウィーク（県事
業）の開催

女性管理職の登用

既に行っている事業等を
継続して実施

受験対象者への管理職
の役割等、説明会の実施

女性の管理職資格試験
の受験者が尐ない。

男女関係なく適材適所と
しているが、女性管理職
が尐数となっている。

各校区の地区懇談会等で
人権啓発映画を活用した
研修を行い、男女共同参
画の視点もテーマに取り
入れた研修を実施

男性料理教室の開催
男性料理教室を開催する
公民館が増えた。

ここ数年は町内で６０名以
上の方が参加している。

これからも積極的に男性
の参加をよびかけていく。

料理だけでなく、工夫した
講座の開設。

DVに係る研修に積極的に
参加し、関係機関との連
携を密にする。新庁舎建
設に伴い、相談室の設置
を検討。

DV担当課の社会福祉課
やその他関係機関と連携

連携体制が整備されより
スムーズな対応が図れる
ようになった

相談があった場合は社会
福祉課等関係機関に引継
でいる

緊急を要するケースに対
応できるよう体制を整える
必要がある

被害者の安全確保は人
命に関わる重要かつ緊急
な案件であるため、体制
を整える

DV相談業務の実施

DV防止に係る関係機関
が実施する研修に積極的
に参加し、相談業務に生
かすことができた。

DV案件について、関係機
関と連携して対応、支援。

事案に的確に対応するた
めの知識、関係機関との
更なる連携、また相談者
のセルフケアに対する研
修が必要。

6
男女共同参画の視点に
立った生涯学習講座の推
進

8

7
女性に対する暴力の根絶
に向けた啓発

防犯対策の強化

補導パトロール
防犯キャンペーン
ぼうはん太子の発行
自主防犯グループの活動
支援

防犯キャンペーンやぼう
はん太子の発行事業は女
性の意見等が反映された
内容により活動を行うこと
ができた。

男女が協力し防犯活動を
行っている。
ぼうはん太子の発行作業
に関わる委員は5名中3名
が女性となっている。

「人権教育実践発表会」
や「人間の生き方講座」で
毎年男女共同参画社会
のテーマを取り上げて講
座等を実施

両親学級を日曜日に開催

女性ＰＴＡ会長が１園、小
中学校で「おやじ会」は６
校中４校で設置

意識は高まってきている
ので、継続してとりくむこと
が大切。

男性に向けた育児のス
タートとして両親教室の中
で沐浴実習、夫の妊娠体
験等実施してる

より多くの人に参加してい
ただき、意識啓発を図る

トライやるウィークで町内
94箇所の事業所に両中学
校生徒369人を派遣した。

女性管理職の充実

引き続きこのテーマを取り
上げ、啓発に努める。

広報等で「男女共同参画
社会の目指す姿」の出前
講座の提供

平成22年度の防災講演
会で「地域の防災・減災を
男女共同参画の視点で考
えよう」のテーマで講演会
を実施

出前講座での利用がない
がいつでも対応できるよう
体制を確保した

約250名が参加し、災害時
の女性の果たす役割や防
災意識の高揚・知識の提
供を図れた

希望者にはいつでも男女
共同参画をテーマとした
出前講座を利用できる体
制となっている

これからも積極的に男性
の参加をよびかけていく。

男性料理教室を開催する
公民館が増え、ここ数年、
町内で６０名以上が講座
に参加している。

参加者多数となっている

本年度も家庭教育学級
に、父親が数名参加して
いる。

広報などを発行時に複数
で性差による表現が使用
されていないか確認

表現を注意して発行物・
広報等を作成している。

表現を注意して発行物・
広報等を作成している。

男性料理教室等の開催

夜間の防犯パトロールに
は安全上、女性は参加し
ていないため、女性も参
加できるように工夫する必
要がある。

自主防犯グループへ女性
が参加しやすい環境作
り。

自主防犯グループの充実

犯罪事例の公表
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第2次
目標

平成21年～25年度に実施
した主な事業

平成25年度までに達成で
きた成果

現在の状況 今後の課題や問題点
(平成26年～30年度)必要
とされる具体的施策

目標
第2次プラ
ンページ

数

第2次達成度等調査結果
担当課

施策詳細
（●項目）

施策内容具体的施策
施策
の方
向

産業経済課 30 推進
特産品開発において商工
会女性部が中心となって
開発を着手

商工会員の理事に20人中
女性部の4人を登用
特産品販路委員会におい
て26人中11人の女性を登
用

会長・副会長はまだ男性
が多い傾向にある

商工会の中で女性が意見
を言える場を増やす

商工会員等に男女共同参
画を働きかける必要があ
る

企画政策課 30 推進 ＨＰ等で紹介 ＨＰ等で啓発を図った

町内事業所への調査は
行っていないが、女性管
理職登用は業種によって
は困難な状況

各種事業所ごとの判断で
あるため難しい

ＨＰや広報で啓発を実施

女性リーダー養成の推進

女性の各種団体などの組織や
活動への支援

事業所、パートタイム労働者等
への情報提供

事業者を対象とした男女共同
参画に関する知識の普及

農業部門に女性の意見を反映
させるため、農業委員等への
女性の参画を促進します

産業経済課 37 推進
太子ふれあい市の役員に
は、必ず女性を登用

平成24年度の太子ふれあ
い市の会長には女性を登
用

農業に関して女性の参加
が尐ない

農業委員等での女性登用
の促進を図る

農業委員等に女性を登用
し、農業部門に女性の意
見を反映させ、参画を促
す

農業に関連して起業を行う女
性や女性グループへの情報提
供やネットワーク化を支援しま
す

産業経済課 37 推進
平成25年度より「太子ふ
れあい農業塾」を開港

基礎的な農業の知識や技
術を提供することで、就
農・帰農者の増加を図り、
男女を問わず、農業の基
礎を学ぶ場を提供できた

生活研究グループや加工
グループ活動の中で情報
交換や研修会などに参加
している。

女性への効果的な啓発方
法

龍野農業改良普及セン
ターとタイアップし、今の
取組みを継続する

13
多様な働き方を可能にす
るための情報提供

商工会と連携を図り、起業・創業や在宅
ワーク等の新しい働き方の情報や転職、
再就職などを希望する女性に対し就業
に関する情報を提供します。

多様な働き方を可能にするた
めの情報提供

産業経済課 37 推進

ハローワークでは、子育
てをしながら「働きたい」パ
パ・ママを応援するコー
ナーを設置

マザーズハローワーク・マ
ザーズコーナーで子育て
をしながら就職を希望して
いる方に対して、予約によ
る担当者制の職業相談、
地方公共団体等との連携
による保育所等の情報提
供を実施

各関係機関との連携をと
り、子育て世代の就労支
援体制の充実・情報提供
を図っている

社内に託児所があった
り、男女問わず育児休暇
を自由にとることができた
りする企業が尐ないため、
マザーズハローワークで
職を探しても就職までが
困難である。

商工会でも現在の女性の
働き方などを学ぶ講演会
などの実施

社会福祉課 41 充実
子育て学習センターでの
行事予定の周知

月1回、定期的に広報紙
で行事予定をお知らせで
きた。

定期的なお知らせにより、
子育て学習センターの行
事に父母で参加される
ケースが増えつつある。

地域活動で男女参画できる
機会づくり

子育て中の親子が参加し
やすい地域行事の企画、
発信

さわやか健康課 41 充実
乳健・1.6健・3健にて父親
の子育て参加状況のアン
ケートを実施

平成23年度は1,109人に
実施

平成23年度の健診受診
者の中で父親が育児参加
している割合は81.6％

両親で子育てが出来るよ
う健診の場面や育児相談
を通して啓発していく

継続して実施

社会教育課 41 充実

広報「たいし」人権一口メ
モや集落学習の手引書に
も男女共同参画社会の
テーマを取り上げて啓発
活動を実施

集落学習会の開催回数
が増えた地区がある

引き続きこのテーマを取り
上げ、啓発に努める。

啓発については、成果を
急がずに、地道に取り組
むことが大切。

今の取り組みを継続
成果を検証する取組が必
要

さわやか健康課 41 充実 両親教室を日曜日に開催 参加者多数となっている

男性に向けた育児のス
タートとして両親教室の中
で沐浴実習、夫の妊娠体
験等実施

より多くの人に参加してい
ただき、意識啓発を図る

継続して実施

社会福祉課 41 充実
母親、父親ともに参加しや
すい行事の企画

母親だけでなく、父親の行
事への参加が増えつつあ
る

父親の参加に伴い、子育
てを考えるきっかけとなっ
た

子育て中の男女が楽しみな
がら気軽に集い、情報交換
ができる場の提供

男性のための子育て教室
や情報の提供による支援

社会教育課 41 充実

人権教育実践発表会や
集落学習で男女共同参画
社会のテーマを取り上げ
て発表会等を実施

実践発表会や集落学習
へのあらゆる層への啓発
が図れた。

引き続きこのテーマを取り
上げ、啓発に努める。

啓発については、成果を
急がずに、地道に取り組
むことが大切。

県とタイアップし、工夫した
講座の開設。

母性健康管理制度に関する情
報提供

15
放課後児童健全育成事業
の充実

放課後の児童の安全の確保と健全育成
を図ります。

学童保育事業の充実 社会教育課 41 充実

太田学童１３０　石海学童
９０　斑鳩学童６０　龍田
学童１５名程度が在籍
午後７時まで保育時間を
延長　毎月第１・３土曜日
の開園

長期休業期間（春・夏・冬
休み）に限り４年生児童を
受け入れ

自閉症、アナフィラキシー
（食物アレルギー）、発達
障がいのある児童の増加

左記の児童に対応する為
の指導員の研修と対応マ
ニュアルの作成

施設の老朽化（特に石海
学童）に対する大規模修
繕により、安心してあずけ
ていただける環境を整備
する

42

42

42

37

37

42

充実

充実

41

地域での多世代交流ができる
事業の実施

41

社会福祉課

充実さわやか健康課

管理課

推進

男女が共同で家庭責任を担えるよう子
育ての知識を習得する機会や場を提供
し、男性への参画促進を図ります。

事業所に対して「男女雇用機会均等法」
や「労働基準法」「育児・介護休業法」な
ど労働に関する法律や仕事と育児・介護
などとの両立のための制度などの情報
を提供し、職場における性別による業務
内容の固定化や慣行の見直しを図るた
め、男女平等の職場づくりに向けた意識
づくりを推進します。

職域における人権教育の推進

37

社会福祉協議会

さわやか健康課

小学校学校支援ボランティア

地域での子育て支援

子育てひろばの充実

“声かけ運動”の推進

社会福祉課

14
子育ては男女の共同責任であり、ともに
子育てすることの重要性を啓発します。

男女共同参画に関する先進的
な取り組みをしている企業・事
業所の公表

広報誌を通じての啓発

企画政策課

30

33

男性や働く女性が、積極的に地域に関
心をもち、地域活動・ＮＰＯ・ボランティア
活動に参加・参画するよう働きかけま
す。

事業所や関連団体への女性
管理職や役員の登用の推進を
働きかけます

産業経済課

意思決定の場への女性の参画促進を働
きかけ、女性が広く活躍できるよう情報
提供やネットワークづくりのための支援
に努めます。

乳児家庭全戸訪問事業の実
施

男女がともに参加できる行事・
機会の充実

15
重点
施策

男女がともに参加・参画す
る子育てに関する学習機
会の提供

重点
施策

14

保育ボランティアの育成

12

企画政策課

子どもを持ちたいと望む人が安心して産
み育てられるよう、子育てに対する社会
的な支援体制を築き、働く男女が子育て
と仕事を両立できる環境、子どもを健や
かに育てられる環境を整備します。

保育施設の整備・保育サービ
スの充実

社会教育課

男女がともに担う子育てに
ついての啓発

推進

推進

推進

推進

充実

自主防災活動の促進

労働に関する情報提供
は、役場内のパンフレット
スタンドに設置し、啓発し
ている。また商工会でも啓
発活動を実施

予算をかけず、実施でき
る事業（国県の事業を利
用）や支援の検討

各地域での防災訓練等女
性が活動しやすい場所を
設ける事が課題である

行政と団体が協働できる
事業の実施。

町内の女性の各種団体
の調査

太子町防災訓練
地域防災リーダーの育成

多様な保育･子育てニーズ
への対応

15

農業や自営業等に従事す
る女性の労働環境の支援

労働に関する情報提供12

11
地域活動における男女の
積極的な参加・参画の促
進

事業所や各種団体におけ
る意思決定の場への女性
の登用の促進

重点
施策

10

町内の女性で構成した、
いずみ会等２団体を把握
した

毎年行っている各地域で
の訓練等の開催により意
識・関心は増加した

労働に関する情報提供
は、役場内のパンフレット
スタンドに設置し、啓発し
ている。また商工会でも啓
発している。

予算がないため女性リー
ダー養成講座や団体への
金銭的支援は実施してい
ない。

自主防災組織役員におい
てまだまだ女性が尐ない

商工会と役場が連携し、
パンフレットだけではなく、
青年部や女性部の会議な
どで勉強する場を増や
す。

保育･子育てニーズ調査
による支援計画を策定し
環境整備を図る

継続して実施

行事やサークルに参加す
る方が同じになりがちであ
るので、事業の創意工夫
が必要

石海保育園の定員20名
増を計画中

平成23年度は就労してい
る妊婦は149人

ひょうご女性チャレンジ
ねっと（県）（女性のチャレ
ンジを支援するために、関
係機関の連携による効果
的な支援事業を展開する
ためのネットワーク）へ加
入

人権教育実践発表会や
集落学習で男女共同参画
社会のテーマを取り上げ
て発表会等を実施

商工会員の会議等で国や
県からの啓発パンフレット
を配布している。

女性のチャレンジを効率
的に支援するためのマ
ニュアルの整備が整う。

新庁舎で住民への情報提
供コーナーで、女性の再
就職や起業、地域活動へ
チャレンジする女性のた
めのコーナーの設置につ
いて検討

民推協の企業部会の充
実

世代を超えたふれあいを
通じて、子どもを育む環境
づくりを促進。

母性健康管理指導事項
連絡カードの配布

柔軟な保育体制を構築

母子手帳発行時に就労し
ている妊婦には母性健康
管理指導事項連絡カード
を配布

受入態勢の強化

配布後の活用状況は不
明

ふれあいを通じた子どもを
育む環境づくりを促進し、
子育て中の親が 安心して
楽しく子育てできるよう、
子育てグループの育成を
支援。

地域の一人暮らしのお年
寄りへのプレゼント作り活
動や、世代間運動会等行
事を通じ地域のお年寄り
との交流を図る。また、子
育てサポーターによる生
きがいづくりの活動や機
会を提供。

事業所内部までの把握が
難しい。

平成25年度よりひょうご
チャレンジねっとへ加入し
たため、今後広報やＨＰで
情報提供していく

集落学習に使用する啓発
ＤＶＤに職場の人権に関
するものを採用している。

集落学習の参加者に、こ
のテーマについて意識啓
発の向上が図れた

情報コーナーや相談コー
ナーなどの「女性チャレン
ジひろば」（県）の開設に
は現庁舎ではスペースの
制約がある

民推協の企業部会の充
実

行政によるファミリーサ
ポートの設立

発達障害に特化したボラ
ンティアの育成

産後うつの指標を使い、
表面に見えない不安に早
期に気づき、対処する

託児活動は軌道にのり、
定着化した

当事者の保護者がボラン
ティアに関わるよう働きか
けること

訪問の継続実施
エジンバラ（産後うつのア
ンケート）の実施

学校支援ボランティアの
実施
預かり保育の実施

制度をより多くの人々に
周知し、理解を深めるこ
と。また、学校支援ボラン
ティアについては、男性の
登録者数増加が課題。

こんにちは赤ちゃん事業
の実施

平成23年度は出生335人
中新生児訪問140人、こん
にちはで188人の訪問を
実施

シルバー世代の活用（学
校支援ボランティア）

地域の子育て支援の輪が
広がっている。

乳幼児（障がい児を含む）
の託児

学校支援ボランティアに
75人の登録がある。
幼稚園の預かり保育も多
くの児童の利用がある。

新生児訪問又はこんにち
は赤ちゃん事業でほぼ全
数の出生児を把握できて
いる

平成24年4月より石海保
育園完全民営化を実施

児童館と子育て学習セン
ターの2施設において、各
種子育て関係の事業を実
施

充実

充実

農業や自営業に従事する女性の果たす
役割を評価し、経営基盤を確立するため
の普及・啓発に努めます。

現況においては女性に集中している子
育てにかかる精神的な負担を軽減する
ため、地域における子育てを総合的に支
援するとともに、子ども虐待などの早期
発見を図ります。

地域団体・ＮＰＯ法人・ボラン
ティア組織などへの活動時間
や運営方法などに関する配慮
の要請

企画政策課
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社会福祉課 42 充実
新生児訪問、こんにちは
赤ちゃん事業訪問時に子
育て情報パンフレット配布

パンフレット配布により住
民に子育て情報の提供を
図れた

継続して、新生児訪問、こ
んにちは赤ちゃん事業訪
問時に子育て情報パンフ
レット配布し、情報提供を
図っている

訪問拒否家庭へのアプ
ローチ体制

事業の周知はもとより、虐
待の早期発見の意味から
も、訪問事業を継続して
実施

さわやか健康課 42 充実
健康ひろば・健康ダイア
リーで記述

子育てに関する情報提
供・相談窓口としての認識
がされてきた

社会に情報があふれてお
り情報の整理が必要

時代に合った適切な情報
提供を図る

継続して実施

社会福祉協議会 42 充実
社会福祉協議会ホーム
ページにて情報掲載

幅広い年齢層への情報提
供

必要な方へ情報提供を
行っている

情報の一方通行化
ニーズにあわせた情報提
供

社会福祉課 42 充実
家庭児童相談員設置事
業の実施

社会福祉課に家庭児童相
談員を配置し、相談業務
に従事

専門的知識を持ち、経験
豊富な相談員を配置する
ことにより、充実した相談
支援体制を確保できてい
る

相談内容も多岐に渡り、
相談件数や支援が必要な
ケースが増えつつある。

児童福祉司任用資格等
の研修に参加し、より充実
した体制の構築

さわやか健康課 42 充実
療育相談の実施
学校・園の巡回訪問
なかよし教室の実施

保護者や学校・園にも相
談場所として定着してきた
なかよし教室も拡大して
実施

平成23年度は療育相談を
6回16人に心理相談を44
回134人に実施
巡回訪問は8回実施
なかよし教室は３G延べ36
回293人に実施

保護者、学校・園、訓練士
等の連携が図れるよう、
コーディネートが必要

継続して実施

社会教育課 42 充実 教育相談の実施
毎週金曜日の午後に中央
公民館にて実施

太子っ子悩み相談として、
子育てに悩む親の相談に
応じている。

社会福祉課との連携 専門職の増員・確保

社会福祉協議会 42 充実
子育てに悩みを持つ親を
対象にしたひろばの開催

悩みをもつ親の居場所作
り

ひろばも周知され活動は
起動にのっている

活動ボランティアのフォ
ローとスキルアップ

開催日数の増加

17 高齢者の就業機会の確保
シルバー人材センターなどを通じて高齢
者の生きがいと能力の活用を図り、男女
ともに就業機会の確保に努めます。

シルバー人材センターとの連
携強化

産業経済課 45 充実
緊急雇用事業でシルバー
人材センターに委託

シルバー人材センターの
契約件数の増加

２４年にシルバーの仕事
紹介のチラシを自治会で
回覧

契約は増えているが、シ
ルバー登録者の減尐

シルバーへの登録を呼び
かけるような啓発を広報
誌などで実施する。

さわやか健康課 45 充実 健康ダイアリーで記述
介護に関心のある男性が
増加しつつある

徐々に理解されてきてい
る

全ての人々に理解されて
いないこと

健康ダイアリーでの記述

社会福祉協議会 45 充実
介護者支援講座開催を掲
載

男性参加者が増加した 実施中
介護に関する知識･技術
や意識付けの啓発

地域のネットワーク等を活
用した意識啓発

18
男女がともに参画する介
護に関する学習機会の提
供

男女が共同で介護を担えるように、知識
を習得する機会や場を提供し、男性へ
の参画促進を図ります。

介護教室の充実 社会福祉協議会 46 充実
介護者支援講座開催を掲
載

男性参加者が増加した 実施中 学習機会の拡充
地域行事に絡め、家族が
一緒に体験できる機会の
提供

さわやか健康課 46 充実 健康ダイアリーで記述
介護に関心のある人々が
増加しつつある

徐々に理解されてきてい
る

全ての人々に理解されて
いないこと

継続して健康ダイアリーで
の記述

社会福祉協議会 46 充実 社協だよりに情報を掲載 情報提供 不定期に掲載 定期的な情報提供
地域包括センター及び支
援事業所等からの情報発
信の充実

さわやか健康課 46 充実
地域包括支援センター事業
の実施

相談窓口の認識がされて
きた

地域包括支援センターの
認知が広まってきている

全ての人々に認知されて
いないこと

地域包括支援センター事
業

社会福祉協議会 46 充実 心配ごと相談事業の実施
相談窓口の認識がされて
きた

心配ごと相談で対応し、
関係機関との連携を図っ
ている

関係機関との連携強化、
ネットワークの構築

地域包括支援センター事
業等相談体制の強化

社会福祉課 46 推進
西播磨障害者就業・支援
センターと連携し、雇用促
進に努めた

住民に就業支援について
の情報提供を図れた

西播磨障害者就業・支援
センターや関係機関と連
携し、雇用促進を図り、住
民へ情報提供を行ってい
る

町内業者とのパイプ作り、
連携できる関係作り

引き続き西播磨障害者就
業･支援センターとの連携
を蜜にし、若者サポートス
テーションや地域の就労
応援企業等の情報提供に
より雇用促進に努める

産業経済課 46 推進

ハローワークでは、障害
者の求人と求職のマッチ
ング効果を一層高めるた
め、インターネットでの障
害者求人検索サービスの
提供を平成24年12月22日
より開始

ハローワークを通じた障
害者の就職件数は、平成
23 年度の59,367 件から
大きく伸び、68,321件（対
前年度比15.1％増）と３年
連続で過去最高を更新し
た。就職率も42.2％（同
2.2％増）と、３年連続で上
昇した。

インターネットでの障害者
求人検索サービスの提供
の効果もあり、障害者就
職率も増加し、就労支援
サービスの充実を図って
いる。

未だ障害者を雇用してい
ない企業に対しては、障
害の特性や能力等の適
切な理解を促進するととも
に障害者雇用のメリット等
も周知し、不安や負担感
を軽減していくことが望ま
れる。

国の法律改正等があった
場合、広報誌や商工会会
報誌などで情報提供に努
める。

社会福祉課 46 充実
ひとり親家庭に対する相
談支援の実施

相談窓口の認識がされた
きた

相談支援の実施と関係機
関との調整を図っている

関係機関との連携強化、
ネットワークの構築

ひとり親家庭の抱える
様々な相談、問題解決の
ために必要な情報提供、
啓発に努め、関係機関と
連携を図る

さわやか健康課 46 充実 相談・訪問事業の実施
相談窓口の認識がされて
きた

ひとり親の妊婦の訪問を
実施（全数）

相談内容の複雑化・困難
化

継続して実施

社会福祉協議会 46 充実 心配ごと相談事業の実施
相談窓口の認識がされて
きた

心配ごと相談で対応し、
関係機関との連携を図っ
ている

関係機関との連携強化、
ネットワークの構築

関係機関との連携強化、
適切な相談支援に努める

社会福祉課 46 充実
県の事業であるひとり親
家庭のための就労支援事
業の周知、相談

県・健康福祉事務所の母
子自立支援相談員と連携
し、ひとり親家庭に対し、
弁護士相談、就労支援を
実施

相談者との面談からハ
ローワークでの就労支援
へとつなげ、ひとり親家庭
の自立に向けた活動を支
援

相談体制の充実
関係機関と連携を密に
し、スムーズな支援を実
施

町民課 46 充実

県の福祉医療費助成事
業実施要綱に準じた条例
に基づき医療費の助成を
実施

5ヶ年の扶助実績
63,469,517円（25年度分
は予算ベース）

24年10月末の母子等対
象者　726名、25年3月末
の母子等対象者　750名
24年度の扶助費
14,820,668円

県への財政措置拡充の
要請等による財源所要額
の確保

県の福祉医療費助成事
業実施要綱に準じた施策
の実施

社会福祉協議会 46 充実 婦人共励会で支援
メールや電話による相談
受付

母子家庭の子育て相談
２５年度をもって共励会が
解散

新たなセルフヘルプグ
ループの設立

さわやか健康課 48 推進 両親教室の開催 参加者の増加
徐々に理解されてきてい
る

全ての人々に認知されて
いないこと

継続して実施

企画政策課 48 推進
「性」の重要性について広
報・ＨＰで紹介

「性」の重要性について広
報やＨＰで啓発を図った

徐々に理解されてきてい
る

学校教育現場への働きか
けが必要

情報提供の充実

さわやか健康課 48 推進
広報誌及び、献血事業等
でのＰＲ

啓発活動により相談窓口
の認識がされてきた

徐々に認識されてきてい
る

思春期における性教育の
取り組み、母性保護・理解
の意識づくり

継続して実施

管理課 48 推進 性教育授業の実施 性教育授業の充実
性教育担当者が研修会に
参加し、分かりやすい授
業の実施に努める。

さらに研修を受講し、授業
の質を高める必要があ
る。

多くの教職員が研修会に
参加し、より分かりやすい
授業を実施する。

42

42

45

45

男女がともに担う介護につ
いての啓発

女性が担うことの多かった介護に男性も
積極的に担い、社会全体で介護を支え
あえるよう啓発を図ります。

広報誌などを通じての啓発

さわやか健康課 42

ひとり親家庭が抱えるさまざまな悩みや
問題を解消するため、気軽に適切な相
談が受けられるよう相談機能の充実を
図ります。

民生委員児童委員などによる
相談の充実

障害者に対する就労支援

介護についての様々な悩みなどを相談
しやすい体制を充実します。

社会福祉課

広報紙等による情報提供

障害者の雇用促進

雇用に関する情報提供

障害者に対する就労支援

高齢者の老人大学をはじめとする生涯
学習などによる学習、スポーツやボラン
ティア活動の普及･推進を図ります。

地域包括支援センター等での
相談体制の充実

介護に関する支援事業の情報提供を充
実します。

ひとり親家庭に対する支援

充実

充実

充実

充実

子育て支援施設の整備

子育て支援ネットワークの構
築

スクールカウンセラーの配置
42

介護に関する相談体制の
充実

20
ＨＩＶ／エイズや性感染症
等の予防対策の推進、性
教育の充実

19

19

19
重点
施策

18
重点
施策

17

介護支援情報の提供

20
男女が互いの性を理解･尊重しあえるよ
う対等な関係づくりのための意識啓発を
します。

男女が互いの性を理解・尊重
しあえるための意識啓発

家族計画等の相談

18
重点
施策

社会教育課

さわやか健康課

社会教育課

社会福祉協議会

ＨＩＶ/エイズや性感染症等についての正
しい知識による感染の予防、相談などの
対策を充実します。また、思春期の男女
の心身の健全な育成を図ります。

ＨＩＶ/エイズや性感染症等に
関する情報提供や予防啓発、
相談の充実

学齢に応じた性教育の充実

ひとり親家庭の生活の安定と向上を図る
ための指導や援助を行い、自立できるよ
う支援します。

健康づくり事業との連携

介護予防事業の積極的な展
開

老人大学の学習内容の充実

障害がある人が社会的に自立し、安定し
た生活基盤が確立できるよう、公共職業
安定所と連携して積極的な社会参画に
向けての就労支援・情報提供を行いま
す。

子育て相談事業の拡充

教育相談の実施

16
重点
施策

子育て支援の充実

就学前の子育てについての様々な悩み
や学校園での生活や勉強などについて
相談しやすい体制の充実と、子育てに関
する情報提供を充実します。

児童館と子育て学習セン
ターの2施設において、各
種子育て関係の事業を実
施

行事やサークルに参加す
る方が同じになりがちであ
るので、できるだけ多くの
方に周知し、参加いただ
ける事業の計画が必要

面会希望者がタイムリー
に面会ができる体制の工
夫と整備

子育てひろば交流会の活
性化

さらなる周知を図る

現在の事業に加えて、新
たな事業も取り入れ、児
童館、子育て学習セン
ター、それぞれの目的に
沿った事業を展開する

継続して実施
母親教室・まちの保健室・
離乳食教室・食育教室等
の開催

児童生徒に対する相談・
助言、保護者や教職員に
対する相談に応じている。

予約制で面会を実施して
いるが、面会希望も多く、
希望者に空き日程まで
待っていただくことがあ
る。

本年度町内に３名を配置

社協：年間延べ225回
3733人に実施
包括：年間延べ45回863
人に実施

新しい参加者の募集

社会福祉協議会へ委託と
地域包括（さわやか健康
課）が実施している

学習内容等を地域のボラ
ンティア活動に自主的に
活かしておられる方もいる

定着化

参加者の固定化

参加者は喜んで参加され
ているが、新規を受け入
れるために体制整備が必
要

ひろば間の問題の共有化

スクールカウンセラーの配
置

交流の場が定着してきて
いる

各施設において施設の目
的に沿った事業を実施で
きた

参加者の増加

児童館では様々な年齢が
参加できる事業、子育て
学習センターにおいては、
両親ともに参加できる事
業を実施

介護予防事業の実施

高齢者大学（たちばな大
学）の開校

子育てひろば交流会の開
催

民間･行政の枠をこえた
ネットワーク作り

継続して実施

学んだこと地域で生かす
ことのできる事業の展開

充実

充実

18
重点
施策

「性」の重要性の意識啓発

ひとり親家庭に対する相談
体制の充実

高齢者の地域活動への参
加促進と介護予防施策の
充実

広報紙、パンフレットなどを通
じた情報提供

母子福祉事業の充実、母子家
庭の母に対する就業支援
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第2次
目標

平成21年～25年度に実施
した主な事業

平成25年度までに達成で
きた成果

現在の状況 今後の課題や問題点
(平成26年～30年度)必要
とされる具体的施策

目標
第2次プラ
ンページ

数

第2次達成度等調査結果
担当課

施策詳細
（●項目）

施策内容具体的施策
施策
の方
向

21
母性機能の社会的重要性
についての意識啓発

母性機能が尊重・保護される学習の機
会を提供します。

広報紙、教室などを通じた情
報提供

さわやか健康課 48 充実
母親教室、両親教室の開
催

参加者の増加
子育てをしやすい環境づく
りの理解が深まった

思春期における性教育の
取り組み、母性保護・理解
の意識づくり

継続して実施

21
重点
施策

妊娠から出産までの一貫
した母子保健サービスの
提供

妊娠から出産まで、一貫して健康診査、
訪問、相談、教室等のサービスを提供し
ます。

母子保健事業の充実

妊婦健診の拡充
さわやか健康課 49 充実

妊婦健康診査費助成事
業、母親教室及び保健師
による相談・情報提供

妊産婦の健康増進につな
がる支援ができた

母性の保護の理解につな
がる

助成事業の内容の見直し
及び一人親、若年妊婦(夫
婦）への支援体制

継続して実施

太子町男女共同参画推進本
部の設置

太子町男女共同参画プラン策
定プロジェクトチームの設置

男女共同参画の視点を踏まえ
た行政評価の実施

24
重点
施策

男女共同参画センター的
機能を有した拠点の検討

町民とともに男女共同参画への取組み
を推進するにあたり、さまざまな情報の
収集や各種相談、活動のための拠点づ
くりをめざします。

太子町男女共同参画センター
(仮称)の開設

企画政策課 52 推進
太子町男女共同参画セン
ター(仮称)の開設の検討

検討の結果、スペースや
予算の問題があり設置し
ないと判断

センター的機能を有した
拠点は整備できないが、
県や周辺市町センターが
実施する事業のお知らせ
を提供するスペースを設
けて対応している

拠点づくりにあたってのス
ペースの確保や相談受付
等事業の人員配置等に伴
う予算措置や体制づくり

空き施設の利用や新庁舎
での、センター機能を備え
た各種相談ができる拠点
づくりの検討

25
町民、事業所、団体などと
の協働による推進

女性団体をはじめとするさまざまな機
関、組織、団体、グループ、ＮＰＯなどと
積極的に連携し、協力しながら男女共同
参画の施策を推進します。

活動団体のネットワークづくり 企画政策課 54 推進 活動団体の調査 ＮＰＯの４団体の把握
町内の様々な団体で個別
の活動

他団体との情報の交換や
共有を行うにあたり、活動
団体の把握と協力体制を
をどのように図っていくか
検討が必要

活動団体のネットワーク
構築への足がかりとなる
働きかけ

26 関係機関との連携
国･県及び関係機関と情報交換を図り連
携強化に努めます。

男女共同参画推進員西播磨
連絡会議との連携

企画政策課 54 充実

県男女共同参画推進員
西播磨連絡会議への参
加。ひょうごチャレンジ
ねっとへの加入。

県や周辺市町が実施する
事業を広く住民に提供。
ひょうごチャレンジネットへ
の加入で女性のチャレン
ジを効率的に支援するた
めのマニュアルの整備が
整う。

ひょうごチャレンジねっと
への加入により、関係機
関との連携強化を図って
いく

ひょうごチャレンジねっと
会議等で各市町や関係機
関との意見交換を活発に
進め情報収集を図る

関係機関との連絡調整や
情報交換を随時図る

28
セクシュアル・ハラスメント
防止に向けての取り組み
の促進

職場での就業意欲や能力発揮の妨げと
なるセクシュアル･ハラスメント防止の取
組みを進めます。

セクシャル･ハラスメント苦情処
理委員会の活用

総務課 56 充実

2年度ごとの相談・苦情処
理担当窓口の設置の際
に、改めて制度内容を周
知

当委員会及び相談・苦情
処理担当窓口の設置によ
り、適正に事案に対応で
きている

審議案件がない状況であ
る

苦情案件が潜在化しない
ように、引き続き職員に当
委員会及び相談・苦情処
理担当窓口を周知するこ
とが必要である

当委員会及び相談・苦情
処理担当窓口の設置を周
知し、職員に安心を与え
るとともに抑止につなげる

49

49

推進

推進

推進

充実

充実

充実

推進

男女の心身の健康づくりの
ための総合的支援の充実

22

52

さわやか健康課

さわやか健康課 49

28
重点
施策

28
重点
施策

管理職への女性の登用 男女双方の意識改革を進めます。

男女の職域拡大と職場環
境づくり

職場における慣行を解消し、性別に関係
なく能力を最大限に発揮できるよう職場
環境を整備します。

27
男女共同参画意識を促す
職員・教職員に対する研修
の充実

職員・教職員を対象とした男女共同参画
に関する研修や啓発を充実します。

企画政策課

健康診査体制を充実し、受診を進めま
す。また、心や体について学ぶ機会や気
軽に相談できる体制を整備し、健康保持
のための施策を進めます。

保健指導の実施

総務課 56

56

56総務課

総務課

社会教育課
健康増進のための運動活動
の推進

男女の別に関係なく、新
任職員に対し次期管理職
である監督職を中心に指
導職員を指定する人材育
成指導体制を実施

レディース検診、健診結果
相談会の開催
クーポン事業の実施

中央公民館で健康体操教
室を月３回実施している。
その他社交ダンスやのび
のび体操なども実施

健康に関する運動活動講
座を開設する公民館が増
えた。

レディース検診（乳がん・
子宮がん・骨粗しょう症）
の実施
クーポン利用により受診
率上昇

健康に関する運動活動講
座に、近年は町内で４００
名以上が参加している。

若年層への検診推進
クーポン利用者の継続受
診勧奨

参加者が固定化傾向にあ
り、男性の参加者が尐な
い。

継続して実施

相談窓口の認識がされて
きた
節目年齢の方に無料クー
ポン券を配布

男性やあらゆる年代層へ
も参加を呼びかけ、参加
しやすい環境の整備に努
める。

住民のニーズを把握し、
健康に関心が持ってもら
えるような事業を展開する

継続して実施

プラン策定後の、庁内推
進体制の整備や明確な目
標設定（数値目標）の検
討

計画に基づき事業を推進
し、目標年度の平成３０年
度に国内外の新しい動向
等を踏まえたプランの改
訂を行う

保育士及び幼稚園教諭と
して男性職員を新規採用

適材適所配置のための異
動希望調査等の実施

性別により区別しない業
務の拡充

女性職員の職員全体に占
める割合が増加している
ことから、特に行政職にお
ける女性管理職員の増員
があって当然であるが、
人数的には5年前より増え
ていない

管理職員の定年退職がコ
ンスタントに続くなか、女
性職員に限らず、職員全
体の個々の意識改善、能
力の底上げが必要

男女対等に業務に配置す
る一方で、男女の適正を
十分に熟慮した人員配置
の検討

人事評価結果の活用等も
新たに検討し、さらなる適
切な人員配置をを実施し
組織力を高める

限られた予算の中での男
女共同参画等の研修へ
の参加を確保すること

引き続き、継続的に派遣
研修等を実施する

全体の管理職員数が減
尐するなか、管理職員45
名中6名を登用している
（出先1、保育所1、幼稚園
4）

研修効果を高めるため、
受講希望を募り、積極的
に派遣研修等に参加させ
ている

新任職員指導体制による
ＯＪＴを行うことで、次期管
理職である監督職のリー
ダーシップやカウンセリン
グ、コーチングスキルを高
めることにつながった

採用時から早い段階での
男女共同参画の意識づけ

採用5年目までの職員を
中心に、男女共同参画等
をテーマとした人権研修を
実施

男女対等に適正に配置し
ている

健診結果相談会、電話・
面接による個別相談
健康教室の実施

相談窓口の認識がされて
きた
特定保健指導対象外の
方に予防的な健康教室を
実施

結果相談会は参加者が
減尐
健康教室は毎回キャンセ
ル待ちが出るほど希望者
は多い

「男女共同参画プラン」の
改訂

平成26年3月末に前回プ
ラン策定後5年を迎えるに
あたり、平成26～30年度
までに実施する具体的施
策を見直し・改訂を行う

国内外の新しい動向を踏
まえ、ＤＶ対策基本計画等
を盛り込んだ新プラン策
定作業を実施中

職員の意識改革の推進

性別により区別しない業務内
容の見直し

男女共同参画週間での意識づ
けの強化

心身の健康に関する相談の充
実

ライフサイクルに応じた健康診
査の実施

23
「男女共同参画プラン」の
推進(第2次のみ）

「男女共同参画推進本部」「プラン策定プ
ロジェクトチーム」を設置し、計画の進行
管理を行います。

職員・教職員への研修の充実



議事（３）                                会議資料⑤ 

第３次太子町男女共同参画プラン追加施策等調査結果 

 

１．第３次太子町男女共同参画プラン（平成26～30年度）に追加すべき施策等 

 

①DV対策基本計画（社会福祉課・町民課） 

 

 ・別添資料 「配偶者等暴力（DV）対策基本計画」策定について  参照 

 

②防災・災害復旧活動における男女共同参画への取組（企画政策課） 

 ・地域防災計画へ男女共同参画の視点を反映させる。（避難所での配慮、固定的な役割分担の見直し等） 

・防災・危機管理の現場での女性の参画を推進すると共に、その知識・技術の向上に配慮する。 

＊防災リーダーの養成 (現在女性5名)、地区消防団の女性団員の募集（現在１名所属）、 

役場女性職員等で構成する女性消防団結成の検討 等 

  

③ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりの推進（街づくり課）  

 ・子育て世代、高齢者、障害者などのあらゆる男女にやさしい街づくりの推進 等 

（公共施設のバリアフリー化を含めた、ハード・ソフト両面にわたる社会のバリアフリー化等） 

 

④女性のエンパワーメント（力をつけること）支援（産業経済課・企画政策課） 

 ・女性が自身の能力を十分に発揮し活躍できるよう、チャレンジのための学習機会の提供や相談、 

情報提供を実施 

 ・兵庫県の官民協働のネットワーク「ひょうご女性チャレンジねっと」の活用によるサポートの実施     

  等 

２．その他第３次太子町男女共同参画プラン策定に関して   

 

・第２次プランで計画目標を「充実」「推進」としていたが、計画をより確実に推進するため、 

数値で表示できる施策について、数値目標の設定を検討する。 

  

 

 




























